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　　　小規模建物を除く対象施設保有面積2,842万㎡のうち、1982年（新耐震基準）以降に
　　整備した建物を含む耐震性のある建物は、2,839万㎡（99.9%）となっている。

※1　保有面積（2,916万㎡）から小規模建物面積（倉庫・車庫等：74万㎡）を除く

※2　1万㎡以下を四捨五入しているため、パーセンテージ並びに合計値が合わない可能性がある

（参考）耐震化率及び耐震性が劣る建物面積の推移

国立大学法人等施設の耐震化の状況
※大学、共同利用機関等、高等専門学校（機構本部を含む）　88法人の合計
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対象施設
保有面積※１

１９８２年以降
の建物面積

1981年以前の建物面積

耐震診断した結果、
耐震性が劣ると診断
されたもので未改修
のもの

耐震診断した結果、耐震性ありと
診断されたもの及び、改修済みの
もの

うち耐震診断済み

耐震性のある建物

耐震診断実施率

耐震性が劣る建物
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